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令和４年度 事業計画 

兵庫県私学振興協会（以下「協会」という）は、「兵庫の私学」の振興を図るた

め、県内の私立小学校・中学校・高等学校（以下「私立学校」という）の施設・設

備の整備などに要する資金貸付や私立学校教職員が自主的に企画運営する研修事業

等への助成を行う。また、兵庫県からの受託に基づき、私立高等学校へ進学する者

の学資負担者に対する入学資金貸付や県内の私立高等学校在籍生徒の就学支援事業

の事務を行う。 

このため引き続き、定款施行細則に基づく年会費及び出資金によって、協会運営

の安定化を図るとともに適正な資産管理に努める。 

Ⅰ 施設設備等資金貸付事業 

児童生徒の教育環境の向上に資するため、学校法人が行う私立学校の施設等整

備事業、耐震化事業及び災害復旧事業等に対し、当該事業に要する費用の一部を

貸し付ける。 

１ 貸付金の種類及び対象事業 

貸付金の種類は、別表１の資金区分欄に掲げる資金とし、その対象事業は、

同表に掲げる資金区分に応じ対象事業欄に掲げる事業とする。 

（別表１） 

資金区分 対 象 事 業 

施設設備整備資金 
建物建築(新築、増改築、補修、買収)及び土地買収・造成(学

校用地、体育館用地、運動場用地など)に係る事業 

耐 震 化 整 備 資 金 
学校施設の耐震化補強(改修)、改築に係る事業(文部科学省の

補助金・利子補給金の交付が見込まれるものを対象) 

災 害 復 旧 資 金 
災害により被害を受けた建物、設備、外構、校地、大型情報機

器類の原型復旧事業 

経 営 安 定 資 金 

①校具・教具

②情報化機器等大型設備購入費及び情報技術整備等事業

③高利債等借り換え資金

前年度以前に金融機関等から協会貸付利率より１％以上高

い利率で借り入れた施設、設備、校地買収等の資金借入金

経 営 資 金 一時的に不足する人件費及び比較的低廉な備品等の購入 

２ 貸付限度額及び貸付決定等 

（１）１学校法人に対する貸付限度額は、対象事業費の 100 分の 80 以内とし、

金額は３億５千万円を超えないものとする。災害復旧資金については、必要

に応じて前記貸付限度額の２倍の金額とする。ただし、経営資金の貸付限度

額は３千万円とする。
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なお、前年度末に貸付残額のある学校法人については、その貸付残額を差

し引いた額を貸付限度額とする。 

 

（２）貸付金決定は、業務方法書等に基づき、理事会に設置する貸付審査委員会

の審査・決定を受けて、理事長が執行する。 

 

３ 貸付期間及び貸付利率の算定方法 

（１）貸付期間は、別表２に掲げる資金区分に応じ、同表の貸付期間欄に掲げる

期間とする。 

 

（２）貸付利率は、日本私立学校振興・共済事業団（以下「事業団」という。）

が定める一般施設費（１０年もの）に係る貸付利率に、別表２に掲げる資金

区分に応じ、同表の割合欄に掲げる割合を乗じて計算した率とする。  

 

（３）事業団の貸付利率が改定された場合は、前項の算定方法により同時に変更

する。適用する貸付利率は金銭消費貸借契約締結日現在のものとする。 

なお、最新の貸付利率は協会ホームページに掲載する。 

 

（４）貸付期間「５年を超え１２年以内」の貸付利率については、最終期限まで

契約時に定めた貸付利率を適用する方法又は契約時から５年を経過した時点

における事業団の貸付利率を基準として改定する方法のいずれかを選択でき

るものとする。 
                                                  

（別表

２）                                                                                  

資金区分 貸 付 期 間 割 合 備 考 

施 設 設 備 整 備 資 金 

５年を超え１２年以内 

（うち据置期間２年以内） 
８０％ ０．２８０％ 

５年以内 ７０％ ０．２４５％ 

耐 震 化 整 備 資 金 

５年を超え１２年以内 

（うち据置期間２年以内） 
７０％ ０．２４５％ 

５年以内 ６０％ ０．２１０％ 

災 害 復 旧 資 金 

５年を超え１２年以内 

（うち据置期間２年以内） 
７０％ ０．２４５％ 

５年以内 ６０％ ０．２１０％ 

経 営 安 定 化 資 金 

５年を超え１２年以内 

（うち据置期間２年以内） 
８０％ ０．２８０％ 

５年以内 ７０％ ０．２４５％ 

経 営 資 金 １年以内 ５０％ ０．１７５％ 

※  備考欄は、令和４年２月１日現在の協会貸付利率 
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４ 償還方法 

償還方法は、元金年賦均等償還とし、初回の元金返済日は、契約日の翌々年

の応当日の前日とする。以後、毎年１回ずつの返済とする。 

 

５ 貸付資金総額 

貸付資金の総額は、毎年度、各学校法人に対して実施している借入希望調査

に基づく計画額を予定する。 

 

区分 件数 金額 

令和４年度 

貸付計画 
 ２件 ２億９千万円 

 

６ その他 

その他貸付条件及び事務手続等については、協会が別に定める「業務方法

書」、「貸付規程」及び「施設設備等貸付審査要領」等による。 

 

 

Ⅱ 私立学校教職員に対する研修事業等への助成事業 

   

県内の私立学校教職員が教科等別にグループを形成し、自主的に企画運営す

る研修事業等に対し助成（補助金の交付）する。助成事業は、別表３に掲げる

種別欄の研修を基本とし、研修実施団体における研修内容・実施方法等の創意

工夫を尊重する。 
                                            

（別表３） 

種  別 研修等名 執行団体又は実施内容等 

学術奨励研修 

音楽会 

美術展 

書道展 

音楽会の開催 

美術展の開催          

書道展の開催 

一 般 研 修 

教員一般研修 

 

私学情報発信 

イノベーション教育研修、新任・中

堅・管理職研修、英語セミナー等 

兵庫私学フェスティバルの開催 
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中 高 研 修 

事務職員研修 

教頭研修 

教育課程研修 

人権教育研修 

図書館教育研修 

養護教育研修 

社会科教育研修 

理科教育研修 

英語教育研修 

体育科教育研修 

家庭科教育研修 

生徒指導研修 

進路指導研修 

学校カウンセリング研修 

教育情報化研修 

学校事務研究会 

副校長・教頭会 

教育課程研究会  

人権教育協議会 

図書館協議会         

養護教員研究会 

社会科研究会 

理科教育研究会 

英語教育研究会 

体育教育研究会 

家庭科教育研究会 

生徒指導連絡協議会 

進路指導研究会 

学校カウンセリング研究会 

教育情報化研究会 

小 学 校 研 修 

部門別研修 

 

教科別研修 

体育大会 

学校経営、メディア教育、学校図書

館、教頭会、新任教育 

国語、社会、算数、理科等 

水泳記録会等 

 

 

Ⅲ 私立高等学校入学資金貸付・修学支援事業の業務（兵庫県からの受託事務） 

 

私立高等学校（通信制課程を除き、高等専門学校を含む。以下同じ）へ進学する

者の学資負担者（兵庫県民に限る。以下同じ）で、経済的理由から入学資金の支弁

が一時的に困難な者を対象とする学校法人等が行う入学資金貸付に要する資金貸

付事業等のほか、私立高等学校に在籍する生徒への修学支援事業の事務を行う。 

 

１ 私立高等学校入学資金貸付事業 

（１）貸付額 

貸付額は生徒１人あたり３０万円以内とする。 

 

（２）貸付期間及び貸付利息 

貸付期間は３年以内とし、貸付利息は無利息とする。 

 

（３）償還方法 

第１回償還期日を入学年度の９月３０日とし、３年間半年賦均等償還とす

る（償還日が金融機関の休日にあたるときは、その翌営業日とする）。  

 

（４）貸付限度額 

１学校法人に対する貸付限度額は３千万円とする。 

 

（５）募集人員  

５００名以内とする。 

 

（６）利子補給及び損失の補填 

学校法人又は取扱金融機関（県外の私立高等学校へ進学する場合）が行う入
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学資金貸付金に係る利子補給、回収不能債権に対する損失補償の事務を行う。 

    

※取扱金融機関：三井住友銀行・みなと銀行・但馬銀行 

 

２ 私立高等学校修学支援事業 

学校法人が行う県内の私立高等学校在籍者の学資負担者への修学支援貸付金

に係る利子補給の事務を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 事業積立資産管理計画 

 

事業積立資産は、安全確実を基本にできるだけ有利な方法により管理・運用し、

当該資産は協会が実施する公益目的事業に充てる。 

 

◇ 令和４年度資金造成見込額・・・・・4,250,575 千円（Ａ） 

 

◇ 令和４年度事業積立資産計画額・・・1,940,000 千円（Ｂ） 

 

 

令和３年度実績見込及び４年度計画の概要 
（単位：千円）                                          

 令和３年度 

実 績 見 込 

（ア） 

令和４年度計画 

増 加 

（イ） 

減 少 

（ウ） 

残 高 

(ア)＋(イ)－(ウ) 

資金造成見込額 ① 4,253,235 42,876 45,536 4,250,575（Ａ） 

 

 

長 期 

借入金 

正 会 員 1,359,093 4,724 0 1,363,817   

特別会員  926,550 0 0 926,550   

 一 般 正 味 財 産 1,967,592 38,152 45,536 1,960,208   

貸 付 金 残 高  ②   2,376,974 318,682 437,254 2,258,402   

 

施設設備整備資金 2,319,657 290,000 408,881 2,200,776   

入  学  資  金 57,317 28,682 28,373 57,626   

差 引 ①－②＝③ 1,876,261 △275,806 △391,718 1,992,173   

 

 

うち事業積立資産 

(特定資産)計画額④ 
1,830,000 △280,000 △390,000 1,940,000（Ｂ） 
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   ※④欄の増加額、減少額は 1 千万円単位で計上（1 千万円未満四捨五入） 

※③欄と④欄との差は、流動資産/現金預金等で管理 



行

№

1 Ⅰ　一般正味財産増減の部
2 １．経常増減の部
3 （１）経常収益
4 ① 特定資産運用益
5 特定資産受取利息 2,232 0 2,232 1,992 240 県住宅供給公社債等の受取利息

6 ② 会費収入
7 正会員会費収入 13,322 5,575 18,897 19,192 ▲ 295 定款に基づく年会費（50法人）

8 ③ 貸付事業収益
9 6,684 0 6,684 7,254 ▲ 570 H23～30年度貸付分の受取利息（14法人28件）

10 75 0 75 73 2 H30～R2年度貸付分の受取利息（協会分）

11 ④ 受託事業収益
12 利子補給金収益 124 0 124 119 5 H30～R2年度貸付分の利子補給金（学校分）

13 損失補償金収益 4,490 0 4,490 6,109 ▲ 1,619 H29年度貸付分の損失補償金

14 受託事務費収益 5,645 0 5,645 5,645 0 県委託料（入学資金貸付事務）

15 ⑤ 雑収益
16 1 0 1 1 0 科目設定

17 退職金財団給付金 1 1 2 2 0 職員の退職金給付額（科目設定）

18 雑収益 1 1 2 2 0 科目設定

19 経常収益計 32,575 5,577 38,152 40,389 ▲ 2,237
20 （２）経常費用
21 ① 事業費 ( 40,026 ) ( 40,026 ) ( 42,639 ) ( ▲ 2,613 )
22 利子補給金 124 124 119 5 H30～R2年度貸付分の利子補給（学校分）

23 損失補償金 4,490 4,490 6,109 ▲ 1,619 H29年度貸付分の損失補償

24 職員給与 8,306 8,306 8,283 23 職員(3人)の給与

25 諸手当 5,308 5,308 5,385 ▲ 77 職員(3人)の賞与、各種手当

26 退職給付費用 1 1 1 0 職員の退職金（科目設定）

27 退職金財団負担金 1,190 1,190 1,190 0 職員(3人)の退職金財団負担金

28 福利厚生費 2,292 2,292 2,268 24 社会保険料等事業主負担分

29 会議費 31 31 31 0 貸付審査委員会会場費等

30 旅費交通費 33 33 51 ▲ 18 旅費

31 通信運搬費 321 321 356 ▲ 35 郵送費、電話料等事務経費

32 減価償却費 281 281 256 25 事務所内装費の減価償却

33 消耗什器備品費 43 43 43 0 事務備品

34 消耗品費 125 125 57 68 事務用品

35 図書費 47 47 51 ▲ 4 公益法人制度等の専門図書等

36 修繕費 11 11 57 ▲ 46 会計システム保守等

37 印刷製本費 557 557 557 0 貸付金パンフレット印刷等

38 賃借料 857 857 1,538 ▲ 681 室料、会計システムリース料、HP等

39 諸謝金 57 57 57 0 顧問税理士等謝金

40 公租公課 19 19 20 ▲ 1 印紙税等

41 支払助成金 14,277 14,277 14,507 ▲ 230 私立学校教職員研修事業等助成金

42 支払手数料 102 102 102 0 振込手数料等

43 研修費 46 46 46 0 公益法人セミナー等

44 賞与引当金繰入金 1,491 1,491 1,538 ▲ 47 翌年度賞与のうち当年度帰属分

45 雑　費 17 17 17 0 その他経費

46 ② 管理費 ( 5,510 ) ( 5,510 ) ( 5,142 ) ( 368 )
47 役員報酬 250 250 250 0 監事報酬

48 職員給与 1,466 1,466 1,462 4 職員(3人)の給与

49 諸手当 937 937 951 ▲ 14 職員(3人)の賞与、各種手当

50 退職給付費用 1 1 1 0 職員の退職金（科目設定）

51 退職金財団負担金 210 210 210 0 職員(3人)の退職金財団負担金

52 福利厚生費 405 405 401 4 社会保険料等事業主負担分

53 会議費 231 231 194 37 総会、理事会、監事監査等

54 旅費交通費 287 287 272 15 理事会、全振連各種会議等旅費

55 通信運搬費 79 79 44 35 郵送費、電話料等事務経費

56 減価償却費 50 50 46 4 事務所内装費の減価償却

57 消耗什器備品費 8 8 8 0 事務備品

58 消耗品費 22 22 10 12 事務用品

59 図書費 121 121 117 4 公益法人制度等の専門図書等

60 修繕費 2 2 11 ▲ 9 会計システム保守等

61 印刷製本費 76 76 76 0 総会議案書印刷等

62 賃借料 350 350 272 78 室料、会計システムリース料、HP等

63 諸謝金 340 340 340 0 顧問税理士等謝金

64 公租公課 5 5 4 1 印紙税等

65 支払負担金 125 125 140 ▲ 15 全振連等負担金

66 支払手数料 18 18 18 0 振込手数料等

67 研修費 10 10 10 0 公益法人セミナー等

68 賞与引当金繰入金 264 264 272 ▲ 8 翌年度賞与のうち当年度帰属分

69 雑　費 253 253 33 220 その他経費

70 経常費用計 40,026 5,510 45,536 47,781 ▲ 2,245
71 ▲ 7,451 67 ▲ 7,384 ▲ 7,392 8
72 特定資産評価損益等 0 0 0
73 投資有価証券評価損益等 0 0 0
74 評価損益等計 0 0 0
75 ２．経常外増減の部 0 0 0
76 （１）経常外収益 0 0 0
77 経常外収益 0 0 0
78 経常外収益計 0 0 0
79 （２）経常外費用 0 0 0
80 経常外費用 0 0 0
81 経常外費用計 0 0 0
82 当期経常外増減額 0 0 0
83 他会計振替額 0 0 0
84 当期一般正味財産増減額 ▲ 7,384 ▲ 7,392 8
85 一般正味財産期首残高 1,955,179 1,962,571 ▲ 7,392 令和３年度決算後予定額

86 一般正味財産期末残高 1,947,795 1,955,179 ▲ 7,384
87 Ⅱ　正味財産期末残高 1,947,795 1,955,179 ▲ 7,384

増 減 主 な 内 容
私立学校教育振興事業 （管理費） 合　計

施設等貸付金受取利息

入学資金貸付金受取利息

受取利息収入

   評価損益等調整前当期経常増減額

令和４年度 収支予算書（正味財産増減予算書）
令和４年４月１日から令和５年３月31日まで

(単位：千円）

科  目
公益目的事業会計 法人会計 内部取引

消去

令和４年度予算 令和３年度
予算


